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人吉市復興政策部情報政策課

人吉市デジタル田園都市構想総合戦略審議会

令和４年度補正
デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ）

事業報告について

資料４



２ 本市の採択状況について

(1)目的
デジタルを活用した意欲ある地域による自主的な取組を応援し、「デジタル田

園都市国家構想」を推進するため、デジタルを活用した地域の課題解決や魅力
向上の実現に向けた地方公共団体の取組を交付金により支援

１ 令和４年度補正デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ）について

スマートシティ推進計画に係る今年度事業について 復興政策部 情報政策課

(2)概要
デジタルを活用した地域の課題解決や魅力向上に向けて、以下の事業の

立上げに必要な経費を単年度に限り支援

＜TYPE別の内容＞

※申請上限数 :都道府県９事業 市町村５事業

〇入札契約関連事務システム導入事業（財政課） 事業費:16,400千円 ⇒ ㈱リサーチアンドソリューション（福岡市）:15,400千円
熊本県が運用している「くまもと県市町村電子入札システム」と連携可能な入札参加資格審査申請システム及び契約管理システムを構築し、事業者

の事務負担の軽減と審査事務等の効率化を図る。【R6.4月運用開始】

〇マイナンバーカード利用促進事業（市民課・税務課） 事業費:15,215千円 ⇒ 行政システム九州㈱熊本支店（熊本市）:15,055千円
マイナンバーカードを活用した行政窓口業務のインフラ整備（コンビニ交付対応マルチコピー機の導入、所得・課税証明書の発行機能追加）を行い、市

民サービスの利便性向上を図る。【マルチコピー機:R6.1月運用開始、税証明:R6.3月運用開始】

〇LINEを活用した市民サービスのデジタル化及びスマート化（秘書課・情報政策課・行財政改革課） 事業費:3,919千円
⇒㈱Bot Express(東京都港区):3,027千円

市LINE公式アカウントの機能拡張を行い、セグメント配信・スマホ等からのオンライン行政手続・チャットボット対応を可能とし、市民サービスの利便性向
上及び業務効率化を図る。【R6.2月運用開始】

〇給食管理システム導入事業（学校教育課） 事業費:8,162千円 ⇒ 行政システム九州㈱熊本支店（熊本市）:7,197千円
学校給食費の公会計化を推進するに当たり、給食管理、喫食管理、徴収・未納管理システムを構築し、保護者の給食費納入のスマート化と事務の

効率化を図る。【R6.4月運用開始】 2

【TYPE１】他の地域等で既に確立されている優良なモデル・サービスを活用
して迅速に横展開する取組

【TYPE２】オープンなデータ連携基盤を活用し、複数のサービス実装を伴う、
モデルケースとなりうる取組

【TYPE３】（ＴＹＰＥ２の要件を満たす）新規性の高いマインバーカード
の用途開拓に資する取組



入札契約関連事務システム導入事業
（財政課）
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人吉市入札契約関連事務システム導入事業

実施地域 熊本県人吉市 事業費 15,400千円

実施主体 熊本県人吉市、㈱リサーチアンドソリューション（福岡市） 人口 30,752人(R4.11月末)

事業概要

総務省が策定した「自治体ＤＸ推進計画」においては、全ての自治体が足並みを揃え、行政サービスのデジタル化、オンライン化を推
進することとされている。その一環として、総務省が、競争入札参加資格審査申請に関するデジタル化に向けた標準様式を定めたこと
から、本市においても、令和６年度から標準様式に対応する競争入札参加資格審査申請に係る電子申請システム（以下「入札
契約関連事務システム」という。）を一体的に構築し、運用することで、事業者の事務負担の軽減と本市における審査事務等の効
率化を図る。

具体
サービス

【入札参加資格審査申請システム】
・オンライン上の申請を可能とすることで、事業者の申請事務
の負担軽減及び本市の受付登録事務の迅速化が図られ、
事業者の利便性向上や登録事業者の増加につなげる。
【契約管理システム】
・入札参加資格審査申請システムと連携する仕組みを契約
管理システムとして構築することで、最新の経営審査情報を
取り込むことができ、事業者データの一元管理を行うとともに当
該データを効率効果的に活用することができる。
・事業者において変更申請等に係る負担軽減、職員において
は入力作業等の事務効率化につながる。
・本システムから、熊本県が運用している「くまもと県市町村電
子入札システム」とデータ連携する仕組みを構築することで、
職員の事務作業の効率化を図るとともに、電子入札件数の
増加を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①入札参加資格審査申請システムを利用した登録者数
②契約管理システムへの案件登録数

【アウトカム指標（成果指標）】
①入札参加資格電子申請満足度調査（事業者）
②申請登録業務における申請者の経済的負担の削減
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）

KPI① 入札参加資格審査申請システムを利用した登録者数 種別 アウトプット 単位 社

KPIの概要、測定方法 入札参加資格審査申請システムを利用した登録者数。
管理画面を確認することにより測定する。

事業成果等の計測に
適する理由

事業者の各提出資料の印刷・作成・郵送費等のコスト削減の指標となり、当市のペーパーレス化の指標ともなる。
本市の行政サービスのデジタル化が市内・市外の事業者にどの程度、利用・浸透しているかを把握できる指標となる。

2023年度末 2024年度末 2025年度末

０ 1,800（定期申請）＋200（変更申請） 150（追加申請）＋200（変更申請）

【アウトプット指標（活動指標）】

人吉市入札契約関連事務システム導入事業

・３カ年分

・2023年度末実績値
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）

KPI② 契約管理システムへの案件登録数 種別 アウトプット 単位 件

KPIの概要、測定方法 契約管理システムへの案件登録数。
管理画面を確認することにより測定する。

事業成果等の計測に
適する理由

全庁体制でシステムを介した契約案件管理を行うことにより、契約事務の合理化及びデジタル化が進み、業務効率化と
生産性向上を把握する指標となる。

2023年度末 2024年度末 2025年度末

０ 200 220

【アウトプット指標（活動指標）】

人吉市入札契約関連事務システム導入事業

・３カ年分

・2023年度末実績値
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）

KPI③ 入札参加資格電子申請満足度調査（事業者） 種別 アウトカム 単位 ％

KPIの概要、測定方法 申請した事業者への任意アンケートを取得する（申請システム上で取得）。
満足度を評定尺度（満足・どちらとも言えない・不満）等にて評価する項目を設け、得た回答を集計して測定する。

事業成果等の計測に
適する理由

入札参加資格電子申請時に事業者の満足度調査（アンケート）を行い、導入したことによる事業者の事務効率化がど
のくらい進んだのかを把握する指標となる。

2023年度末 2024年度末 2025年度末

60％（満足とした回答率） 65％（満足とした回答率）

【アウトカム指標（成果指標）】

人吉市入札契約関連事務システム導入事業

・３カ年分

・2023年度末実績値
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）

【アウトカム指標（成果指標）】

KPI④ 申請登録業務における申請者の経済的負担の削減 種別 アウトカム 単位 円/年

KPIの概要、測定方法
事業者から提出される入札参加資格申請をオンライン化することにより、印刷コスト・郵送コストの削減を図ると共に、申
請の簡略化を図り、事業者の負担（申請に関わる費用）を軽減する。

事業成果等の計測に
適する理由

申請をオンライン化することにより、これまでより定期申請・追加申請2000円/件、変更申請150円/件負担が郵送代や
紙代等として削減される見込みである。

2023年度末 2024年度末 2025年度末
定期申請360万円
変更申請3万円

追加申請30万円
変更申請3万円

人吉市入札契約関連事務システム導入事業

・３カ年分

・2023年度末実績値
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マイナンバーカード利用促進事業
（市民課・税務課）
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マイナンバーカード利用促進事業

実施地域 熊本県人吉市 事業費 15,055千円

実施主体 熊本県人吉市、行政システム九州㈱熊本支店 人口 30,752人(R4.11月末)

事業概要

マイナンバーカードを活用した地域ＤＸを推進するための行政窓口業務のインフラ整備を実施する。
各種証明書を発行する目的でマイナンバーカードを持参した方については、コンビニ交付対応マルチコピー機へ案内し、本人による

セルフ操作で発行できる環境を整備する。操作に不慣れな方については、職員が対応し、容易性を実感していただくことで、次回以
降のコンビニ交付サービスに誘導するとともに、相談業務など人でしかできない業務へ注力することにより市民満足度の向上を図る。
さらに、証明書発行の種類を増やすことで、マイナンバーカードの活用機会を増やすとともに、ウィズコロナ対策の一環としても市民サー
ビスの利便性向上につなげる。

具体
サービス

【コンビニ交付対応マルチコピー機の導入】
各種証明書を発行する目的でマイナンバーカードを持参して

来庁された方については、マルチコピー機へ案内し、本人によ
るセルフ操作で各種証明書を発行できる環境を整備する。

【コンビニ交付サービスの拡充（所得・課税証明書の追
加）】
現在、コンビニで取得できる各種証明書（住民票の写し、

印鑑登録証明書、戸籍全部事項証明書・個人事項証明
書、戸籍の附票の写し）に加え、所得・課税証明書を発行
できるように機能を拡充する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】※全て（件）
①各種証明書のマルチコピー機による交付件数
②各種証明書（所得・課税証明書を除く。）のコンビニ交
付件数
③所得・課税証明書のコンビニ交付件数

【アウトカム指標（成果指標）】※全て（％）
①マルチコピー機利用満足度調査（５段階評価の平均）
②コンビニ交付サービス機能追加満足度調査（５段階評価の平
均）

マイナンバーカード持参

導入したマルチコピー機へ案内

次回からはコンビニへ各種証明書発行

拡充
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）
【アウトプット指標（活動指標）】

・３カ年分

・2023年度末実績値

KPI① 各種証明書のマルチコピー機による交付件数 種別 アウトプット 単位 件

KPIの概要、測定方法 各種証明書のマルチコピー機による交付件数
管理画面を確認することにより測定する。

事業成果等の計測に
適する理由

当該マルチコピー機の交付件数を計測することで、マイナンバーカードがどれだけ利用されたかを把握するための最適な指
標となる。（増加傾向で設定しているが、将来的には減少する見込み）

2023年度末 2024年度末 2025年度末

1,900 14,500 15,000

マイナンバーカード利用促進事業
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）
【アウトプット指標（活動指標）】

・３カ年分

・2023年度末実績値

KPI② 各種証明書（所得課税証明書を除く。）のコンビニ交付件数 種別 アウトプット 単位 件

KPIの概要、測定方法 各種証明書（所得課税証明書を除く。）のコンビニ交付件数
コンビニ交付実績に基づく請求内訳を確認することにより測定する。

事業成果等の計測に
適する理由

2021年度各種証明書（所得税課税証明書を除く。）交付総数29,535件のうち、窓口交付件数27,207件、コンビ
ニ交付件数2,328件であり、当該コンビニ交付件数を計測することで、マイナンバーカードがどれだけ利用されたかを把握
するための最適な指標となる。

2023年度末 2024年度末 2025年度末

2,800 4,200 7,000

マイナンバーカード利用促進事業
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）
【アウトプット指標（活動指標）】

・３カ年分

・2023年度末実績値

KPI③ 所得課税証明書のコンビニ交付件数 種別 アウトプット 単位 件

KPIの概要、測定方法 所得課税証明書のコンビニ交付件数
コンビニ交付実績に基づく請求内訳を確認することにより計測する。

事業成果等の計測に
適する理由

2021年度所得課税証明書交付総数2,799件のうち、窓口交付件数2,779件、郵便交付件数２０件であり、当該
コンビニ交付件数を計測することで、マイナンバーカードの利用促進を把握するための最適な指標となる。

2023年度末 2024年度末 2025年度末

50 300 500

マイナンバーカード利用促進事業
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）

【アウトカム指標（成果指標）】

・３カ年分

・2023年度末実績値

KPI④ マルチコピー機利用満足度調査（５段階評価の平均） 種別 アウトカム 単位 ポイント

KPIの概要、測定方法 マルチコピー機の利用満足度調査を行う。
マルチコピー機を利用した市民に対しアンケートを実施することにより測定する。

事業成果等の計測に
適する理由

マルチコピー機の利用満足度を計測することは、本事業におけるマルチコピー機の導入効果（市民のマイナンバー利用促
進効果）を把握するための最適な指標となる。年度ごとに集計し、評価を行い、翌年度の運用検討に反映させる。

2023年度末 2024年度末 2025年度末

3.0 3.5 4.0

マイナンバーカード利用促進事業
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）

【アウトカム指標（成果指標）】

・３カ年分

・2023年度末実績値

KPI⑤ コンビニ交付サービス機能追加満足度調査（５段階評価の平均） 種別 アウトカム 単位 ポイント

KPIの概要、測定方法
コンビニ交付サービス機能追加（課税証明書）に対する利用満足度調査を行う。
マルチコピー機を利用した市民に対し、アンケートを実施することにより測定する。そのうち、コンビニ交付サービスの機能追
加（課税証明書）分を利用した市民のアンケートを抽出し、満足度（５段階評価の平均）を測定する。

事業成果等の計測に
適する理由

コンビニ交付サービス機能追加に対する利用満足度調査を計測することは、本事業におけるコンビニ交付サービス機能追
加（課税証明書）分の効果を把握するための最適な指標となる。年度ごとに集計し、評価を行い、翌年度の運用検討
に反映させる。

2023年度末 2024年度末 2025年度末

3.0 3.5 4.0

マイナンバーカード利用促進事業
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LINEを活用した市民サービスのデジタル化及びスマート化
（秘書課・情報政策課・行財政改革課）
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LINEを活用した市民サービスのデジタル化及びスマート化

実施地域 熊本県人吉市 事業費 3,027千円

実施主体 熊本県人吉市、㈱Bot Express(東京都港区) 人口 30,752人（R4.11月末）

事業概要

当市では、令和４年６月に人吉市LINE公式アカウントを開設したが、各種情報の一斉配信のみの運用となって
いる。機能拡張を行い、より効果的・効率的な情報配信に加え、オンライン申請等を実装することによりLINEを活
用した市民サービスの向上及びスマート化を図る。併せて、自動応答サービスを導入し、住民の利便性向上及び
よくある質問等への職員の対応時間等の省力化を行うもの。

具体
サービス

【効果的・効率的な情報発信サービス】
• 利用者が自ら選択した情報や属性に応じた情

報を即時に取得できる情報配信サービス
• 利用者増加を図るためのプロモーション
【オンライン行政手続き】
• 行政手続きにおいて、現状ではオフラインで対応

している各種手続/サービスをオンラインにて提
供・予約等ができるサービス

【自動応答サービス】
・ 関連ワードと紐づけて、市民の質問に対して24

時間３６５日自動応答を行うサービス。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンラインサービス数
②LINE公式アカウント友だち数
③申請系オンラインサービス利用率
④予約系オンラインサービス利用率
⑤チャットボットの利用回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービスの満足度
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）
【アウトプット指標（活動指標）】

・３カ年分

・2023年度末実績値

LINEを活用した市民サービスのデジタル化及びスマート化

KPI① オンラインサービス数 種別 アウトプット 単位 件

KPIの概要、測定方法 ～実際に友だち登録された方が活用できるオンラインサービスの件数。常時測定。
事業成果等の計測に

適する理由 ～サービス件数が増加するほど、利便性の高いサービスとなり、住民ニーズに沿った選択を行っていただけるため。

2023年度末 2024年度末 2025年度末
5 10 30
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）
【アウトプット指標（活動指標）】

・３カ年分

・2023年度末実績値

LINEを活用した市民サービスのデジタル化及びスマート化

KPI② LINE公式アカウント友だち数 種別 アウトプット 単位 アカウント
KPIの概要、測定方法 ～サービスを提供するための市LINE公式アカウントの友だち登録数。管理画面にて確認する。
事業成果等の計測に

適する理由
～サービスを利用するためには、友だち登録をする必要があるため。
また、本事業はLINE公式アカウントの機能拡張であるため、本事業の成果測定に適している。

2023年度末 2024年度末 2025年度末
3,000 6,000 10,000
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）
【アウトプット指標（活動指標）】

・３カ年分

・2023年度末実績値

LINEを活用した市民サービスのデジタル化及びスマート化

KPI③ 申請系オンラインサービス利用率 種別 アウトプット 単位 ％

KPIの概要、測定方法 ～オンラインを経由して申請受付をされた件数と、直接窓口に来られて受付した件数。
管理画面にてオンライン件数を把握、全体の受付件数と比較し測定する。

事業成果等の計測に
適する理由

～本サービスを導入することによって、オンライン申請が可能となること、オンライン申請件数が増加するほど、窓口の混雑解
消や住民の方に来庁いただく手間等が省力化できたと判断できる。

2023年度末 2024年度末 2025年度末
１０％ １５％ ２５％
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）
【アウトプット指標（活動指標）】

・３カ年分

・2023年度末実績値

LINEを活用した市民サービスのデジタル化及びスマート化

KPI④ 予約系オンラインサービス利用率 種別 アウトプット 単位 ％

KPIの概要、測定方法 ～オンラインを経由して予約受付をされた件数と、窓口対応等の従来の方法で対応した件数。
管理画面にてオンライン件数を把握、全体の受付件数と比較し測定する。

事業成果等の計測に
適する理由

～本サービスを導入することによって、オンライン予約が可能となること、オンライン予約件数が増加するほど、窓口の混雑解
消や住民の方に来庁いただく手間等が省力化できたと判断できる。

2023年度末 2024年度末 2025年度末
２０％ ５０％ ７０％
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）
【アウトプット指標（活動指標）】

・３カ年分

・2023年度末実績値

LINEを活用した市民サービスのデジタル化及びスマート化

KPI⑤ チャットボットの利用回数 種別 アウトプット 単位 回
KPIの概要、測定方法 ～チャットボットの利用回数。管理画面にて確認する。
事業成果等の計測に

適する理由
～チャットボットをご利用いただくことで、本来住民が市窓口等で質問されていたことがLINE上で照会されたことがわかり、
窓口混雑の解消や、住民の方に来庁いただく手間、職員の費やす時間等が省力化できたと判断できるため。

2023年度末 2024年度末 2025年度末
400回 800回 1300回
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）

【アウトカム指標（成果指標）】

・３カ年分

・2023年度末実績値

LINEを活用した市民サービスのデジタル化及びスマート化

KPI⑥ サービスの満足度 種別 アウトカム 単位 ％

KPIの概要、測定方法 ～サービスを利用した人の5段階評価満足度のうち上位２項目選択率。
アンケートを実施し測定する。

事業成果等の計測に
適する理由

～本サービスを利用し満足した割合が高ければ高いほど、住民の利便性の向上等が図れたと考えられるため。
また、アンケートにて、改善点や追加してほしいオンラインサービスを記載いただくことで、サービスの改善を図る。

2023年度末 2024年度末 2025年度末

５０％ ６０％ ７０％
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給食管理システム導入事業
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給食管理システム導入事業

実施地域 熊本県人吉市 事業費 7,197千円

実施主体 熊本県人吉市、行政システム九州株式会社熊本支店 人口 30,752人(R4.11月末)

事業概要

総務省が策定した「自治体ＤＸ推進計画」においては、全ての自治体が足並みを揃え、行政サービスのデジタル化、オンライン化を推
進することとされている。そのような中、文部科学省においては、これまで私会計であった学校給食費の公会計化を推進している。
本市においては、給食管理システムを一体的に構築し、運用することで、保護者の給食費納入のスマート化による利便性の向上、本
市における事務の効率化を図り、児童生徒への安全安心な給食を提供するための体制を構築する。

具体
サービス

【給食管理システム】
・喫食者情報管理システム
基幹系システムとデータ連携し、児童生徒、保護者の基本

情報を管理。その他、保護者の口座情報等の管理、児童生
徒のアレルギー情報等を正確に管理。学校とシステム上で情
報共有。
・喫食管理システム
これまで学校ごとにＦＡＸなどをもとに、手入力集計してい

た児童生徒の日々の喫食管理について、システム上のカレン
ダーによって個人単位（学校別、学年別、学級別）で管理
・徴収管理システム
調定・請求・入金の管理。これまで現金で収集していた給

食費の納入方法のスマート化を行う（口座振替、コンビニ納
付、スマホ決済）。
・未納管理システム
未納者に対して、督促状、催告書などを発行

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①給食費納入の口座振替登録件数
②給食費納入のコンビニ納付件数・スマホ決済件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者満足度調査
②給食費の納入全件数に占める過誤納件数の割合

喫食者
情報管理

喫食管理 徴収管理 未納管理

児童生徒・保護者

②市民へ
の通知

①対象者情報
口座情報提供

調理室

③食数
カウント

④食数
連絡

⑤食材発注 ⑥食材納入

⑦配膳管理

⑧喫食数
データ

⑨納付書
（バーコー
ド付）

⑩引落
データ

⑫引落結果
データ

⑬未払い分

食材業者

⑭督促状・催告書

銀行

学校給食センター

⑪口座振替
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）
【アウトプット指標（活動指標）】

・３カ年分

・2023年度末実績値

給食管理システム導入事業

KPI① 給食費納入の口座振替登録件数 種別 アウトプット 単位 件

KPIの概要、測定方法 給食費納入の口座振替登録件数
管理画面を確認することにより測定する。

事業成果等の計測に
適する理由

口座振替登録件数を把握することで、保護者の給食費納入方法の利便性向上を測る成果測定に適している。
（児童生徒数の減少に伴い、微増としている。）

2023年度末 2024年度末 2025年度末

2,250 2,260 2,270
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）
【アウトプット指標（活動指標）】

・３カ年分

・2023年度末実績値

給食管理システム導入事業

KPI② 給食費納入のコンビニ納付件数・スマホ決済件数 種別 アウトプット 単位 件

KPIの概要、測定方法 給食費納入のコンビニ納付件数・スマホ決済件数
管理画面を確認することにより測定する。

事業成果等の計測に
適する理由

口座振替登録件数に加え、コンビニ納付件数・スマホ決済件数を把握することで、保護者の給食費納入方法の利便性
向上を測る成果指標に適している。

2023年度末 2024年度末 2025年度末

1,800 1,900 2,000
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）

【アウトカム指標（成果指標）】

・３カ年分

・2023年度末実績値

給食管理システム導入事業

KPI③ 保護者満足度調査 種別 アウトカム 単位 ポイント

KPIの概要、測定方法 口座振替を利用した人の5段階評価満足度の平均値。納付方法の変更に伴い、保護者の意見を聞く。
（本システムの稼働開始予定は2024年3月であり、保護者満足度調査については2024年度末からの測定となる。）

事業成果等の計測に
適する理由

口座振替を利用し満足した人数が多ければ多いほど、効果があると考えられるため。また、希望する他の徴収方法を記入
してもらうことで、サービスの改善を図る。

2023年度末 2024年度末 2025年度末

0.0 3.5 4.2
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 事業の成果を複数年にわたって計測するためのKPI（３カ年分・2023年度末実績値）

【アウトカム指標（成果指標）】

・３カ年分

・2023年度末実績値

給食管理システム導入事業

KPI④ 給食費の納入全件数に占める過誤納件数の割合 種別 アウトカム 単位 ％

KPIの概要、測定方法 給食費納付件数に占める過誤納件数の割合
管理画面を確認することにより測定する。

事業成果等の計測に
適する理由

これまでは手集計のため集計誤りに伴う誤納が発生することがあった。システム導入により正確な集計ができることから、誤
納の発生頻度は減少すると見込めるため。

2023年度末 2024年度末 2025年度末

0 0 0
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